
○都市全体における施策効果等の基礎的な情報を明らかにする 
 ことが可能に。 
○都市構造自体の方向性（コンパクトシティ化）をにらんだ客観 
 的で総合的な検討が深まる。 

低炭素都市づくりガイドラインとは 

※地方自治法第245条の4の規定に基づく「技
術的な助言」の性格を有するもの 

喫緊の課題である地球温暖化問題に対応するためには、住宅の環境性能向上な
どの単体対策のみならず、都市分野の対策を総合的に推進することが必要。 
 

                    【都市分野の施策】 
                 ○市街地の拡散を抑制し、公共交通などの 
                  交通対策と組み合わせて、集約的な都市 
                  構造に誘導。  
                  ○建物の更新を面的に推進し、併せてエネ 
                  ルギー利用の効率化や未利用・再生可能 
                  エネルギーの活用。 
                    ○吸収源となる緑地の保全と都市緑化。 
        
 
 

様々な施策をどのように組み
合わせるのが都市全体として
効果的かを客観的に比較でき
る確立した手法がなかった。 

国土交通省としては、今後、実務の参考となるデータや事例等最新の情報を、順次
国土交通省ホームページに掲載。本ガイドラインの活用のための情報提供と技術的
支援を強力に推進。 

・地球温暖化対策地方公共団体実行計画（新実行計画）への本
ガイドラインの検討成果の盛り込み 
・都市計画マスタープランづくりへの活用 など 

各地域における「低炭素都市づくり」の検討や取組を、
技術的に支援するため、国土交通省が作成・公開する、
低炭素都市づくり施策やその効果分析方法に関する 
新しいガイドライン 

 ○低炭素都市づくりの基本的な考え方  
 ○考えられる具体的施策 
 ○都市全体のCO2排出量変化を総合的に推計   により構成 
  するためのシミュレーション手法             

しかしながら 

たとえば 

低炭素都市づくりガイドラインによって 

《趣旨と効果》 

《内容》 
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